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　 事業ごとの執行状況
　「事業ごとの執行状況」は、資金収支計算書のうち、教育研究経費支出、管理経費支出、施設関係支出、
および設備関係支出について、事業ごとに集計したものです。

 （単位:百万円）

分　　類 主な事業内容 予 算 決 算 差 異

人件費関係 学内年金の制度改革に伴う特別繰入 1,680 1,680 0

重
点
事
業

政策的重点事業

グローバル人材養成プログラムの実施、戦略的
広報の展開、公務員・法曹志望学生支援強化事
業、入学者の増加及び離籍者減少事業（通信教
育部）、全学部SA等奨学金　など

670 570 100

「明日の法政を創る」
審議会事業

科研費申請者インセンティブ経費、学術研究
データベース連動助成金、大学院海外学会発表
等渡航補助事業、研究所研究助成金、体育会監
督・女子担当コーチ等への支援金　など

202 184 18

教学改革および
新規・試行事業

航空操縦学専修実習関係事業（理工学部）、多摩
キャンパス通学生バス交通費補助、多摩地域交
流センター1階ホール工事、小金井南・西館改
修工事に伴う実験室等移設事業　など

842 726 117

法人重点事業
入試改革、卒業生組織強化等を目的としたオレン
ジ・ネットワーク事業、特例子会社関連事業　など

406 365 41

補助金獲得事業 補助金収入をともなう事業 343 338 5

戦略的研究基盤形成
支援事業

国際日本学研究所などの戦略的研究基盤形成
支援特別補助金収入をともなう事業

35 29 6

学士力向上・大学
評価・FD推進事業

FD推進センターによる全学的FD推進事業、教
育開発支援機構による教学支援活動　など

116 84 31

建設・修繕事業

二中高建替工事、富士見校地隣接土地購入
（市ヶ谷）、80年館電気空調設備他改修工事
（市ヶ谷）、川崎総合グラウンド人工芝化工事、
多摩長期修繕計画に基づく工事　など

14,804 12,881 1,923

小　　計 17,418 15,177 2,241

経
常
経
費

広報広告事業 入試などの広告費、HPの充実など 227 217 10

ICT関連事業
教育学術ネットワーク（net2010）、新情報シス
テム、理工系学部情報教育システムなど

1,467 1,156 312

備品等購入事業 教育、研究用の備品などの購入 166 158 8

奨学金事業

「開かれた法政21」奨学金、新・法政大学100周
年記念奨学金、私費外国人留学生授業料減免事
業、スポーツ特待生制度（明日審関連）実施、東
日本大震災被災学生支援奨学金　など

919 870 49

後援会事業 後援会からの寄付金収入をともなう事業 92 90 2

経常的事業 経常的に発生する経費 8,105 7,888 217

小　　計 10,976 10,379 596

期中新たに発生した経費

入試併願制度導入（T日程）に伴うシステム改
修、文部科学省「特色ある共同研究拠点の整備
の推進事業」補助金による事業（能楽研究所）　
など

0 421 △ 421

合　　計 28,394 25,978 2,416

（注１）上記の表の金額は百万円未満を四捨五入しているため、合計など数値が計算上一致しない場合がある。
（注２）予算額は、予備費充当前の金額である。

経常経費は、主としてICT関連事業、
および経常的事業において執行額が
見込みを下回り、全体として6億円の
差異が生じました。
ICT事業では、教育学術ネットワーク
（net2010）などで執行額が見込み
を下回りましたが、これは導入機器の
仕様の精査等を厳しく行い、経費を
圧縮したことなどによります。
また、経常的事業においても、競争
見積もりの徹底などにより、経費の
削減に努めました。

重点事業は、主として建設・修繕事
業の執行額が見込みを下回ったこと
などにより、全体として約22億円予
算額との差異が生じました。
これは、建設・修繕事業の二中高
建替工事、および（仮称）新研究
室棟建設工事（市ヶ谷）などで、工
期延期に伴う経費の未執行が生じた
ことなどによります。
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